
Ⅰ 平成１７年度当初予算



１ 平成１７年度当初予算編成の状況

平成１７年度当初予算の背景

平成１７年度の経済見通しと経済財政運営については、世界経済の回復が続く中で、生産

や設備投資が増加するなど企業部門が引き続き改善することを背景に、景気回復が雇用・所

得環境の改善を通じて家計部門へ波及する動きが強まり、消費は着実に増加することが見込

まれています。これにより、我が国経済は、引き続き民間需要中心の緩やかな回復を続ける

と見込まれています。このような見通しに立って、「改革なくして成長なし」、「民間にで

きることは民間に」、「地方にできることは地方に」との方針の下、「経済財政運営と構造

改革に関する基本指針2004」に基づき、個人や企業の挑戦する意欲と地方の自主性を引き出

すため、規制、金融、税制及び歳出の４分野に加え、郵政民営化、三位一体、社会保障等の

構造改革を引き続きスピード感を持って一体的かつ整合的に推進し、民間需要主導の持続的

な経済成長を図るとされています。

こうした経済財政運営の下で、平成１７年度の国内総生産は５１２兆円、実質成長率は

１.６％程度になるものと見込まれています。

▲

国の一般会計予算

平成１７年度の国の予算は、デフレからの脱却を確実なものとしつつも、構造改革を進め、

２１世紀にふさわしい仕組みを作り上げていかなければ日本経済の再生と発展はないとの考

え方に立ち、これまでの「官から民へ」、「国から地方へ」といった基本的な考え方に沿っ

て、持続的な財政構造の構築と予算の質の向上を図るため、歳出改革を一層推進するととも

に、活力ある社会・経済の実現に向けた４分野について、これまでの実績・評価を考慮しつ

つ、政策効果が顕著なものについて重点的かつ効率的な予算の配分を行うことなどを基本方

針として編成されました。この結果、一般会計の予算総額は、８２兆１,８２９億円で、

前年度に比べ０.１％の増となっています。また、国債費や地方交付税交付金などを除いた

一般歳出は、前年度に比べ０.７％の減となっています。

▲

地方財政計画

平成１７年度の地方財政計画は、歳出面では、「基本方針２００３」等に沿って、給与関

係費の抑制や地方単独事業費の抑制を図るなど、徹底した見直しが行われるとともに、歳入

面では、地方交付税等の一般財源総額が確保されたものの、引き続き特例地方債（臨時財政

対策債）の発行による補てんなどの措置が講じられました。この結果、歳入歳出総額は

８３兆７,６８７億円で、前年度に比べ１.１％の減となっています。

なお、地方財政計画の歳出規模は、昭和２６年の制度発足以来初めてマイナスとなった平

成１４年度から４年連続で減少となりました。



地方財政計画と国の予算の規模の推移

（図 １）

平成１７年度地方財政計画

（図 ２）



平成１７年度当初予算編成方針

本県は、県税等の自主財源の占める割合が３割程度しかないなど財政基盤が脆弱な上に、

長引く景気低迷の影響等により県税や地方交付税等の伸びが期待できない中で、近年の数次

にわたる経済対策の実施等に伴う県債発行の結果、その償還に充てる公債費の負担が年々増

加しており、財政の硬直化が進んでいます。

一方、少子・高齢社会の到来、高度情報化の進展、環境問題等地球規模の課題の顕在化な

どに加え、厳しい景気・雇用情勢、市町村合併の動き、地方分権の進展など、本県を取り巻

く社会経済情勢は大きく変化しており、財政事情が極めて厳しい中にあって、これら県政を

取り巻く環境変化や多様化する行政ニーズに的確に対応していく必要があります。

このような中で、平成１７年度予算は、平成１５年１２月に策定した「財政改革推進計画」

に基づき、義務的経費の圧縮や投資的経費の縮減・重点化を図るなど、財政改革を着実に推

進するとともに、新しい宮崎県総合長期計画を踏まえ、今回、初めて「平成１７年度重点施

策の推進方針」を策定し、最小の経費で最大の効果を上げることを基本に、これまでの枠組

みや前例にとらわれることなく、すべての事業のゼロベースからの徹底した見直し及び選択

と集中の観点からの施策の重点化を図り、さらには、県民との協働や民間活力の効果的な活

用、県民の利便性の更なる向上等に積極的に取り組むことにより、「人と自然にやさしい元

気のいいみやざき」の実現を目指していくための、「元気な宮崎づくり改革予算」として編

成しました。

この結果、平成１７年度当初予算は、

一 般 会 計 ６,０００億５,５００万円

特 別 会 計 ９２億７,３２８万９千円

公営企業会計 ４１５億９,５０５万２千円

となっています。

平成１７年度当初予算の特徴

新しい宮崎県総合長期計画を踏まえ、今回、策定した「平成１７年度重点施策の推進方針」

に基づいて、本県の進むべき方向性を見据え、予算編成の基本的考え方により、優先度の高

い施策・事業を重点的かつ効果的・効率的に推進することとしました。



１ 重点事項

◎ 平成１７年度重点施策の推進方針

Ⅰ 未来を拓く人が育つ社会の実現に向けて

Ⅱ 快適な環境を享受できる社会の実現に向けて

Ⅲ 安全で安心して暮らせる社会の実現に向けて

Ⅳ 力強い産業が営まれる社会の実現に向けて

Ⅴ 交流・連携が活発に行われ、豊かさを享受できる

社会の実現に向けて

◎ 県民との協働・民間活力の活用・県民の利便性の向上

「県民が主役」という基本的な考え方の下、県民と共に地域の課題等に取り組む新しい

施策・事業を推進するとともに、行政の果たすべき役割と民間との役割分担等について、

検討や見直しを行い、民間活力を積極的に活用することとし、併せて、県民の利便性の更

なる向上に取り組むこととしました。

Ⅰ 県民との協働による施策・事業の推進

Ⅱ 民間活力等の積極的な活用（アウトソーシングの一層の推進等）

Ⅲ 県民の利便性の更なる向上

２ 財政改革の推進

(1) 平成１７年度当初予算の編成

ア 「宮崎県財政改革推進計画」の取組み

平成１７年度予算編成においては、義務的経費の圧縮や投資的経費の縮減・重点化

を図るとともに、すべての事業のゼロベースからの見直しや財源確保対策等に取り組

み、「宮崎県財政改革推進計画」を着実に推進

イ 収支不足の改善（ １７７億円程度に圧縮、前年度比▲３０億円程度 ）

財源調整のための基金取崩し額を前年度比で３０億円程度減額し、１７７億円程度

に圧縮。結果、平成１７年度末基金残高の見込み額は、財政調整のための財政調整積

立金が１０１億円程度、今後の公債費に充てる県債管理基金が２８１億円程度、財政

関係４基金合計で、４８８億円程度
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ウ 県債発行額（ ７９０億円程度に圧縮、前年度比▲１６５億円程度 ）

県債発行額を前年度比で１６５億円程度減額し、７９０億円程度に圧縮。

平成１７年度末県債残高見込みは、９,０２８億円程度

なお、臨時財政対策債とＮＴＴ債を除いた実質ベースでは、前年度比９７億円程度

減額し、５５４億円程度の発行となり、平成１７年度末県債残高見込みは、

７,６９４億円程度

エ 公社等改革の推進（ 前年度比▲９億円程度 ）

公社等の自立化への取組みを促進するとともに、補助金や事業の委託に伴う経費に

ついて、その必要性や経済性の視点等から徹底して見直しを行い、前年度比で９億円

程度を削減

オ 新規事業（ ７２億円程度 ）

必要性、緊急性、費用対効果等を十分に検討し、予算の重点化、効率化に努め、

平成１７年度重点施策として位置づけられる新規事業２０２件、７２億円程度を計上

カ 生活・防災特別枠（ ４２億円程度 ）

県内各界からの強い要望を踏まえ、投資的経費の縮減・重点化に伴う景気・雇用へ

の配慮に加え、防災の観点も取り入れた「生活・防災特別枠」を設け、平成１６年度

の「県民生活関連枠」を８億円程度上回る、４２億円程度を計上

(2) 平成１７年度からの新たな収支改善の取組み

ア 人件費縮減の取組み

・職員手当の見直し ▲ ８億円

（退職手当、通勤手当、特殊勤務手当及びへき地手当の見直し）

・執行機関の委員の報酬の減額（５％減額） ▲５百万円

イ 投資的経費の縮減・重点化
(ｱ) 公共事業の縮減・重点化 ▲３６億円

・県単公共事業 前年度比▲30％ ( ▲29億円 )

・補助公共・緊急地方道・直轄事業負担金 前年度比▲10％ ( ▲ 8億円 )

・災害復旧事業費 過年災分の増 ( ＋ 1億円 )
(ｲ) 施設整備等投資的経費の縮減 ▲ ５億円

ウ 事務事業の見直し

(ｱ) 県単補助金の見直し ▲３１億円

医療費助成等の補助金（重度心身障害者（児）医療費公費負担事業等）を除き、

原則として事業ごとに５％以上の削減を行うとともに、補助目的、効果等を検証し、

さらに徹底した整理合理化を行い、３１億円程度を捻出

主な見直し例

・各種イベントに対する補助金の見直しを行い、経費を節減

・補助金の廃止
新ひむかづくり運動総合推進費等



(ｲ) その他の見直し ▲４６億円

すべての事務事業について、ゼロベースから見直し（スクラップ・アンド・ビル

ドを含む。）を行い、４６億円程度を捻出

主な見直し例
・国際交流研究生・研修生派遣事業

自治体国際化協会海外事務所等への県職員派遣の減

・宮崎・韓国青少年国際交流事業

青少年による２つの韓国との交流事業を統合し、経費を節減

・教育関係テレビ広報・情報提供事業

広報番組と情報提供番組を一本化し、経費を節減

・交通安全施設維持電気料

信号灯器のＬＥＤ化の推進による経費の節減

エ 公債費の縮減

(ｱ) 県債発行額の抑制

臨時財政対策債を除いた平成１７年度の発行予定額は、５５４億円程度で、前年

度比で９７億円程度削減

(ｲ) 借換債の発行 ＋２８億円

当面の公債費負担を軽減するため、２８億円程度の借換債を発行（平成１６年度

当初予算では１７億円程度の発行額を計上）

オ 歳入確保対策

(ｱ) 財政健全化債の発行 ＋４５億円

財政構造の健全化に対応するため、４５億円を発行

(ｲ) 県債の活用等 ＋３３億円

投資的事業に充当する県債を３３億円程度追加発行

(ｳ) 県有財産売却収入の確保 ＋ ３億円

不用遊休財産についての売却により、３億円程度を確保



２ 平成１７年度一般会計歳出予算のあらまし

平成１７年度一般会計当初予算

平成１７年度の一般会計予算の歳出は、次の表のとおりです。

予算総額は６，０００億５，５００万円で、前年度当初予算６，１５０億３，９００万円

に対して１４９億８，４００万円の減で、２．４％の減少となっています。

▲

目的別（款別）にみた歳出予算

歳出予算は、法令の定めるところに従い経費の支出目的に応じた款項に区別され編成され

ています。

（図 ３）



平成１７年度一般会計歳出予算（目的別）

（単位：千円）

（図 ４）

▲

性質別にみた歳出予算

歳出予算はその性質により、「義務的経費」、「投資的経費」及び「その他の経費」に分

類されます。

義務的経費は、その経費支出が義務づけられている経費で、人件費、扶助費及び公債費か

らなっており、総額２，６９８億３，０３０万５千円、前年度当初予算に比べ２．３％の減

少となっています。

投資的経費は、道路、橋りょう、学校、公営住宅等の建設等行政水準の向上に直接寄与す

る経費で、普通建設事業費、災害復旧費、失業対策事業費からなっており、総額１，６０６

億３，４５８万１千円、前年度当初予算に比べ８．７％の減少となっています。

その他の経費は、義務的経費、投資的経費以外の経費で、物件費、維持補修費、補助費等、

繰出金、積立金、投資及び出資金等であり、総額１，６９５億９，０１１万４千円、前年度

当初予算に比べ４．１％の増加となっています。



平成１７年度一般会計歳出予算（性質別）

（単位：千円）

（図 ５）

一時借入金

一時借入金は、予算の執行に当たって現金に不足を生じた場合、金融機関から一時的に借

り入れるものです。その借入限度額については議会の議決を必要としますが、平成１７年度

は１，０００億円となっています。



３ 平成１７年度一般会計歳入予算のあらまし

歳入予算

歳入は、歳出予算を執行する上での財源的裏付けとなる県の収入であり、平成１７年度の

一般会計歳入予算は６，０００億５，５００万円を計上しています。

▲

自主財源と依存財源

県の収入には、県で収入額を見積り、賦課し徴収する等、自らの手で確保できる収入（自

主財源＝県税、使用料等）と、国から定められた額を交付されたりする収入（依存財源＝地

方交付税、国庫支出金等）があります。

地方行政の自主性を発揮するためには、できるだけ自主財源の多い方が望ましいのですが、

そのうち大きな比重を占める地方税収入は、経済状況等により各地方公共団体間で不均衡が

あるため、地方交付税等の依存財源により各地方公共団体間の調整を図り、財源を保障する

等の制度がとられています。

平成１７年度歳入予算の自主財源と依存財源の比率は、３３．４対６６．６となっていま

す。

▲

一般財源と特定財源

財源の性質的区分として、財源の使途が特定されているものを特定財源（国庫支出金、県

債等）といい、その使途が特定されずにどのような経費にも使用できるものを一般財源（県

税、地方交付税等）といいます。県が、自主的な判断のもとに事業を行うためには、一般財

源をできるだけ多く確保することが望ましいといえます。

平成１６年度当初予算における歳入の一般財源と特定財源の比率は、４８．１対５１．９

となっていましたが、平成１７年度は、いわゆる「三位一体の改革」によって地方への暫定

的な税源移譲がなされたことなどにより、５１．３対４８．７と一般財源が特定財源を上回

っています。



平成１７年度一般会計歳入予算

（自主財源と依存財源） （単位：千円）

（図 ６）

（一般財源と特定財源） （単位：千円）



県 税

我が国の租税制度は国税と地方税（都道府県税・市町村税）からなっています。

県税は、県の行政に要する経費を賄うために法令の規定に基づいて徴収されるものです。

１７年度の県税の当初予算額は８１２億７，０００万円で、歳入予算総額の１３．５％に当

たり、県の自主財源のうち大きなウエイトを占めていますが、地方財政計画における地方税

の歳入に占める構成比３９．８％を大幅に下回っています。

▲

普通税と目的税

県税は、大きく分けると普通税と目的税とに分類されます。普通税とは、その使途につい

て制限がなく、いかなる費用にも充当できる税で、県民税、事業税、自動車税等があります。

これに対して、目的税とは、使途が特定されている税で、自動車取得税と軽油引取税が道路

に関する費用に、狩猟税が鳥獣保護及び狩猟に関する行政の費用にそれぞれ充てることとさ

れています。

▲

直接税と間接税

県税は、税負担の態様によって、直接税と間接税とに分類されます。直接税とは、県民税

のように税を納める者と税を負担する者が同一であるものをいい、間接税とは、軽油引取税

のように両者が異なる税をいいます。軽油引取税は、ガソリンスタンド店の経営者等によっ

て県へ納入されますが、その税額は軽油の購入価格の中に含まれていますので、実質の負担

は利用者が負うことになります。

地方消費税清算金

地方分権を推進し、地域福祉を充実するため、都道府県税として平成９年度より地方消費

税が創設されました。

地方消費税清算金とは、各都道府県に払い込まれた地方消費税額を、最終消費地の都道府

県に帰属させるため、他の都道府県から本県に納入される額で、平成１７年度の当初予算で

は、２０６億５１６万５千円を見込んでいます。



平成１７年度 県税予算

（図 ７）

県税収入の推移（決算額）

（図 ８）



地方譲与税

地方譲与税は、国が徴収した特定の税を一定の基準により地方公共団体に譲与するもので

す。

▲

所得譲与税

国は、平成１８年度までに所得税から個人住民税への本格的な税源移譲を予定しています

が、本格実施までの暫定措置として、平成１６年度から所得税の一部を人口を基準として地

方に譲与することになりました。

平成１７年度の本県への譲与額は、６１億７，１００万円を見込んでいます。

▲

地方道路譲与税

国は、揮発油に対して揮発油税と地方道路税を課税していますが、このうち地方道路税に

相当する額を、地方公共団体が行う道路事業の財源として譲与しており、総額の５８％が都

道府県及び指定市に、残り４２％が市町村に、それぞれ道路の面積及び延長であん分して譲

与されます。

平成１７年度の本県への譲与額は、２７億７，１００万円を見込んでいます。

▲

石油ガス譲与税

国は、自動車用燃料として使用される液化石油ガス（ＬＰＧ）に対し石油ガス税を課税し

ていますが、その収入の半分に相当する額を道路事業の財源として、都道府県及び指定市に

道路の面積及び延長であん分して譲与しています。

平成１７年度の本県への譲与額は、２億２００万円を見込んでいます。
▲

航空機燃料譲与税

国は、航空機燃料に対して航空機燃料税を課税していますが、その２／１３に相当する額

を航空機騒音障害防止や空港周辺地域の環境整備等の財源として譲与しています。

そのうちの１／５が空港関係都道府県に、残り４／５が空港関係市町村に対して、それぞ

れ着陸料の収入額又は騒音が特に著しい地区内の世帯数であん分して譲与されます。

平成１７年度の本県への譲与額は、１億８，５００万円を見込んでいます。



地方交付税

県・市町村などの地方公共団体は、住民生活に直結したあらゆる分野の行政サービスを提

供していますが、このために必要な税等の収入には各地方公共団体によって格差があります。

このような不均衡を是正し、いかなる地方公共団体においても一定の行政水準を確保できる

よう、その必要とする財源を全国的に調整し保障する制度が地方交付税制度です。すなわち、

本来地方公共団体に振り向けるべき財源の一部を国に留保し、各地方公共団体の財政需要と

収入の状況に応じて配分・交付されるものが地方交付税であり、その総額は所得税・酒税の

３２％、法人税の３５．８％、消費税の２９．５％及び国のたばこ税の２５％の合算額と定

められています。

▲

普通交付税

地方交付税総額の９４％は、普通交付税です。

各地方公共団体への交付額は、各地方公共団体が標準的な行政を行うのに必要な一般財源

所要額（基準財政需要額）と各地方公共団体の税収額（基準財政収入額）を合理的な基準に

より算定し、一般財源所要額が税収額を上回る額（財源不足額）を基礎として交付されます。

▲

特別交付税

地方交付税の６％に相当する額

は、特別交付税として各地方公共 地方交付税決定額の推移

団体の特殊事情により生じた財政

需要等に応じて交付されます。

一定の基準で算定される普通交

付税だけでは、各地方公共団体の （図 ９）

実情を十分に反映できない面も出

てくるため、補完的な機能を果た

すものとして交付されます。



国庫支出金 国庫支出金の推移

国庫支出金は、県が行わなけれ

ばならない事務のうち、主として

国の事務的性格を有するもの、国

と利害関係があるもの、国の施策

や県の財政上特別の必要があるも （図 １０）

の等を対象として、その費用の全

部又は一部を国が支出するもので

す。

▲

国庫負担金

地方公共団体が法令に基づき実施しなければならない事務のうち、全国的に一定の水準を

維持し、併せて地方公共団体の財政負担を軽減するため、国と地方公共団体との経費の負担

区分に基づき国が支出するものです。

平成１７年度は、６２７億２，３４１万５千円を計上しています。
▲

国庫補助金

国が特定の事業の実施を奨励し又は助長するために交付するものと、県の財政を援助する

ために交付するものとがあります。

平成１７年度は、４９５億３，２３７万６千円を計上しています。

▲

委託金

本来は国が行うべき事務であるが地方公共団体が行った方が効率的な場合に、その事務を

国が地方公共団体に委託することがあります。その経費については、全額、国が委託金とし

て交付します。

平成１７年度は、２０億３７３万６千円を計上しています。



県 債

▲

県債の発行

県は、県民の福祉の増進を図るため、各般にわたり種々の事業を実施しています。

これらの経費は、通常、県税や地方交付税あるいは国庫支出金等その年度に調達される経

常的収入によって賄われることが原則ですが、生活基盤の整備、生活環境施設の改善等の社

会資本の整備や福祉の充実等、県民の行政に対する要請に積極的に応えるためには、これら

の収入のみでは十分ではないので、県債を発行することによって政府資金や市中銀行等から

の借入れにより資金を調達し、不足財源を補てんしています。

県債の発行に伴う償還費の増加は、将来の一般財源の使途を拘束し、財政の硬直化につな

がるので財政構造の健全化を図るためには、適切な県債管理に努める必要があります。

平成１７年度の県債発行予定額は７９０億２，３００万円、対前年度比１７．３％減で県

債依存度は１３．２％となっています。

▲

県債現在高

一方、平成１７年度中の元金償還予定額は７４５億７，５０２万３千円で、この結果、平成

１７年度末の県債残高は９，０２７億８，０２９万６千円と見込まれています。

なお、近年の国の経済対策の実施や財源不足を補うための特例地方債の発行などにより県

債残高が累増しており、今後、公債費の増加が見込まれています。

県債の予算計上状況 （単位：百万円、％）

１５年度当初 １６年度当初 １７年度当初

区分 構成比 構成比 構成比
予算額 伸び率 予算額 伸び率 予算額 伸び率

(依存度) (依存度) (依存度)

県債 107,777.5 16.7 16.6 95,519.0 15.5 △11.4 79,023.0 13.2 △17.3



県債の状況

（単位：千円）

（図 １１）



県債残高の推移

（図 １２）

公債費の推移

（図 １３）



その他の収入

▲

地方特例交付金

地方特例交付金は、恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てんするために交付され

る「減税補てん特例交付金」と、国庫補助負担金の改革に対応した税源移譲等として交付さ

れる「税源移譲予定特例交付金」があり、平成１７年度は、合わせて７１億３７１万３千円

を見込んでいます。

▲

交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付金は、道路交通法に定める交通反則通告制度に基づき納付される反

則金収入を原資として、地方公共団体が単独で行う道路交通安全施設整備の経費に充てるた

めの財源として国から交付されるものです。

平成１７年度は、５億８００万円を見込んでいます。

▲

分担金と負担金

分担金は、県が特定の事業に充てるため、その事業によって利益を受ける者からその受益

の限度において徴収するものであり、平成１７年度は、３億３，７１３万８千円を計上して

います。

負担金は、その事業により利益を受ける市町村に対して受益の限度において、その事業の

経費の一部を負担させるもので、平成１７年度は、７６億６，９５８万７千円を計上してい

ます。

▲
使用料と手数料

使用料及び手数料は、施設等の使用や特定の行政事務によって利益を受ける人が、その経

費の全部又は一部を負担するものです。

平成１７年度は、１０９億３，０３８万７千円を計上しています。

▲

その他

以上のほかに財産収入（県有財産の貸付料や売却代金）、寄附金、繰入金、諸収入（預金

利子、貸付金元利収入、その他の雑収入）があります。



４ 平成１７年度特別会計予算のあらまし

平成１７年度特別会計当初予算

県が特定の事業を行うために、地方自治法第２０９条第２項の規定に基づき設置している

特別会計は、次の１３会計です。

特別会計の平成１７年度予算額は、次表のとおりで、総額９２億７，３２８万９千円とな

り、前年度当初に比べ２億７，９６７万９千円、２．９％の減となっています。

各特別会計では次のような事業を行っています。

１．開発事業特別資金特別会計：開発事業

２．母子寡婦福祉資金特別会計：母子寡婦福祉資金貸付事業

３．小規模企業者等設備導入資金特別会計：

小規模企業者等設備導入資金貸付事業

４．県 営 国 民 宿 舎 特 別 会 計：県営国民宿舎運営事業

５．えびの高原スポーツレクリエーション施設特別会計：

えびの高原スポーツレクリエーション施設運営事業

６．農 業 改 良 資 金 特 別 会 計：農業改良資金貸付事業

７．沿岸漁業改善資金特別会計：沿岸漁業改善資金貸付事業

８．林 業 改 善 資 金 特 別 会 計：林業改善資金貸付事業

９．山 林 基 本 財 産 特 別 会 計：県有林造成事業

10．拡 大 造 林 事 業 特 別 会 計：県行造林造成事業

11．公共用地取得事業特別会計：公共用地取得事業

12．港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計：港湾整備事業

13．県立学校実習事業特別会計：県立学校実習事業



平成１７年度特別会計予算

（図 １４）



５ 平成１７年度公営企業会計予算のあらまし

平成１７年度公営企業会計予算

公営企業は、公共の福祉を増進するため、地方公営企業法等に基づいて設置されています。

その経費は、サービスを受ける利用者からの料金収入等によって賄われる独立採算制を原則

としています。

公営企業会計の種類は、次のとおりです。

１．県立病院事業

県民の健康保持に必要な医療を行うため、県立宮崎病院、延岡病院、日南病院、富養

園を設置、運営しています。

２．電気事業

企業局において、電力の安定的供給を行うため、ダム、発電所の設置、運営を行って

います。

３．工業用水道事業

企業局において、日向市細島臨海工業地区に工業用水の供給事業を行っています。

４．地域振興事業

企業局において、スポーツレクリエーション施設による地域振興事業を行っています。

平成１７年度公営企業会計予算 （単位：千円、％）

１７年度当初 １６年度当初 (Ａ)－(Ｂ)
会 計 名 (Ｃ)／(Ｂ)

予算額 (Ａ) 予算額 (Ｂ) (Ｃ)

県立病院事業 34,685,659 35,231,097 △545,438 △1.5

電 気 事 業 6,132,334 6,653,713 △521,379 △7.8

工業用水道事業 382,509 494,064 △111,555 △22.6

地域振興事業 394,550 145,577 248,973 171.0

計 41,595,052 42,524,451 △929,399 △2.2



６ 県民負担の状況

県民負担の状況

県の行政を進めるための経費の財源は、県民に直接又は間接に負担してもらっています。

県の財政の中で県民に直接負担してもらうものには、県税、分担金及び負担金、使用料及び

手数料がありますが、その他に、いったん国税として負担してもらった後、一定の基準によ

り県に還元されるものとして、地方交付税、地方譲与税、国庫支出金等があります。

収入財源のうち､最も重要な県税については､平成１７年度当初予算では､８１２億

７，０００万円となっています。

この中には、法人企業の負担分が含まれていますので、法人県民税と法人事業税の２１８

億１，４６２万円を差し引きますと５９４億５，５３８万円となり、１６年度最終予算

５９３億４，３７１万円に比べ約０．２％増となっています。

また、この５９４億５，５３８万円について、１世帯当たり及び県民一人当たりの負担額

をみますとそれぞれ１３０，４１３円、５１，４７０円となります。

過去１０箇年の県税の推移及び県民負担の推移は、次のとおりです。

県税の伸び状況

(平成8年度を100としたときの伸び)

（図 １５）



１世帯当たり及び１人当たりの負担額の状況

（図 １６）


